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【 面 積 】 191.14ｋ㎡

【 人 口 】 32,046人
【高齢者人口】 12,398人（38.7％）
【年少人口】 2,986人（9.3％）
【世 帯 数】 16,161世帯

（1世帯2.1人）
【独居高齢者数】 約1,400世帯

【介護認定者数】 2,473人

【認知症高齢者数（Ⅱa以上）】 約1,400人

《鴨川市の特徴》
【医療環境】 病院数7 病床数 1,558床
【介護環境】 在宅60事業所

地域密着型12事業所
入所施設 16施設

＊令和３年4月1日現在

鴨川市の概況



市直営地域包括支援センターを設置して…

地域包括支援センターとして感じた地域課題

①少子高齢化社会の進展による独居高齢者の増加
（家族間や地域づきあいなど関係の希薄化）
②虐待や困難ケースの増加
（高齢者支援だけで課題解決が難しい）
③多問題世帯への支援
（家族への支援が必要なケースの増加）
④福祉の領域では解決できない問題の増加
（福祉の領域を超えた専門職との連携の必要性）
⑤地域での助け合い機能の低下
（地域での支えあい意識の低下・自治会加入率の低下）

地域包括支援センターとして対応できる限界



課題に対する取組み

福祉総合相談センターを設置（H24～）

①孤立死や虐待を発生させない地域づくり
（地域での見守りやささえあいの仕組みづくり）

⇒社会福祉協議会と地域ボランティアの養成や地区活動を推進
しながら地域づくりを推進

②対象者を限定しない相談支援
（福祉総合相談窓口の設置）

⇒対象者を限定しない365日24時間体制による相談支援

全市民と対象とした地域包括ケアシステムの推進



H24 福祉総合相談センター設置
H25 福祉総合相談センター・天津小湊設置
H27 生活困窮者自立支援法施行
H30 地域包括ケア推進強化法・社会福祉法改正

福祉総合相談受付実績

高齢 障害 児童 その他 計

平成24年 515 49 25 53 642

平成25年 715 59 29 69 872

平成26年 670 106 20 85 881

平成27年 564 51 14 91 720

平成28年 575 29 13 93 710

平成29年 568 42 3 104 717

平成30年 497 35 5 71 608

平成31年 442 34 12 76 564

令和2年 466 22 7 134 629



相談受付（一次相談受付）

主訴が明確

担当部署と役割分担しながら支援

福祉総合相窓口

主訴が不明確

アセスメントによる課題分析

必要時はケース会議

関係機関につなぐ

＊福祉総合相談センターは相談機関
＊相談を整理して関係機関に

つなぐ事が役割！



2階 社会福祉協議会

１階 鴨川市健康福祉部（3課）

鴨川市総合保健福祉会館
（通称 ふれあいセンター）

市民交流課…国際交流…

鴨川市役所

教育委員会…支援措置/虐待…

税務課…各種税金/医療保険料…

市民生活課…医療等各種手続き
転入転出手続き
支援措置…

都市建設課…市営住宅…

地域包括や福祉総合相談の庁内連携が
多機関協働にて生かされている。

鴨川市立国保病院
【医療介護連携支援室】

【福祉総合相談センター・長狭】

ケース会議
情報共有

支援措置連携会議

連 携

・地域福祉係
・権利擁護推進センター
・介護サービス
・福祉作業所

総合的な相談支援体制＋地域づくり

《健康推進課》

・保健予防係
・介護保険係
・管理係

《福祉課》

・障害福祉係
・生活支援係
・地域ささえあい係

《子ども支援課》

・幼保係
・子ども福祉係

福祉総合相談センター











地域ボランティア・地区社会福祉協議会・民生委員・NPO法人…

健康推進課 子ども支援課

福祉総合相談センター
（地域包括支援センター＋生活困窮者自立支援事業）

子育て世代包括

第５号 新多機関協働

福祉課

鴨川市

基幹型障害者相談センター

介護事業所

障害事業所教育委員会 社会福祉協議会民生委員

NPO法人ハローワーク民間企業

鴨川市 重層的支援体制整備事業イメージ図

第３号 地域づくりに向けた支援

第１号 相談支援

高齢者

障害者

子ども

生活困窮者

引きこもり

ＤV

生活支援体制整備事業 地域介護予防活動支援事業 地域活動支援センター 地域子育て支援事業

第６号 新支援プラン作成

第２号 新社会参加 民間企業 介護、障害事業所、NPO法人、地域ボランティア…

支援会議
地域ケア会議

第４号 新アウトリーチを通じた継続的支援



「福祉総合相談の支援体制」

＊全地区に福祉総合相談センターを設置し専
門職が地域住民との顔の見える関係づくりを
行なう。

福祉総合相談センター・長狭
（鴨川市立国保病院 平成30年～）

地域包括ケアの推進＝
重層的支援体制の構築 福祉総合相談センター・江見

（江見公民館 令和２年度～）

鴨川市福祉総合相談センター
（平成24年度～）

福祉総合相談センター・天津小湊
（平成25年度～）



「広域的な情報共有への取組み」

安房の介護サービス事業所数

施設 約70施設
在宅 約300事業所

課 題
＊各市町単位の協議会での情報共有
＊利用者は市町を超えて事業所を利用
＊災害時などの緊急連絡体制

＊安房地域全体での情報共有
＊災害時などの緊急連絡体制の構築

＊フランスベッドメディカルケア財団助成事業
（令和元年度 鴨川市介護サービス事業所協議会）
＊地域連携推進モデル事業
（令和2年度 安房医師会）

各種助成事業を活用

今後の目標
＊分野や多職種を超えての情報共有


